
治療と職業生活の両立等の支援に関する検討会報告書概要

○ 脳・心臓疾患や精神疾患等の作業関連疾患の増加や、近年の医療技術の進歩等を
背景に、治療を受けながら就労する労働者が存在し、また、高齢化の急速な進展により、
今後 支援を要する労働者も増加する とが考えられる

働く世代と病気の関係

今後、支援を要する労働者も増加することが考えられる。

○ 一部の企業や医療機関では、取組が進められているが、労働者、企業、産業医・産
業保健スタッフ、医療機関等の関係者の取組や連携が十分でない。

具体的には

両立支援の現状・課題

具体的には
・ 定期健康診断後のフォローアップが不十分

（治療開始の促し、治療中断に対するアプローチなど）
・ 疾病やその治療に関する知識・理解が不足
・ 柔軟な雇用管理の取組が不十分（時間単位の休暇制度、短時間勤務制度の導入など）
・ 医療機関での、職務内容や勤務時間などの患者の就業状況の考慮が不十分
・ 企業側（人事労務担当者・産業保健スタッフ）と医療機関側の情報連携・共有が不十分

○ 労使双方にとって、人材育成を行ってきた労働者が、病気により休業、休職したと
しても、職場復帰し、生き生きと働き続けることが重要。社会的にも、職業生活と私生
活との両立という点で、育児・介護等と同様に、ワーク・ライフ・バランスの観点からも
重要。

両立支援の在り方

○ 今後、関係者が個人のプライバシー保護に留意した上で、情報共有・連携を図り
ながら、取組を進めていくことが必要。行政も、既存の仕組み・施策を活用しつつ、縦
割り行政を排除し、一元的な取組を進めることが必要。

企業（人事労
務担当者）

・労働安全衛生法上の措置を徹底し、疾病の早期発見・早期治療や重症化防止
に努める。
・職場における疾病に対する理解を高め、治療と職業生活の両立に理解のある
職場風土を形成するため 労働者・管理監督者の教育に努める職場風土を形成するため、労働者 管理監督者の教育に努める。
・時間単位の有給休暇制度の導入など、柔軟な雇用管理の取組の推進。

産業医・産業
保健スタッフ

・定期健康診断後のフォローアップや医療機関との連携など、人事労務担当者
の補助。

医療機関
・職場復帰や復帰後の治療と職業生活との両立に関する相談体制の整備。

・患者の就業状況を把握した上での、治療方針の決定。

労働者
・日頃からの疾病の予防、早期発見、重症化防止に努める。

労働者
頃 ら 疾病 予防、早期発見、重症化防 努 る。

・積極的な情報収集や、企業と医療機関の情報共有・連携への協力。

行政

・両立支援についての、社会的な認識の向上。
・支援を要する労働者の規模やニーズ、関係者の取組状況等の実態把握。
・企業や労働者からの相談に対する支援体制の整備。
・関係者が取り組むべき方法を示したガイドライン、マニュアル等の作成。

・好事例の収集等による、企業の自発的な取組を促進。



第1回：検討会の立ち上げ【2月29日】

第2回：ヒアリング①【3月12日】
・門山茂委員

治療と職業生活の両立等の支援に関する検討会 開催実績

・門山茂委員
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第5回：とりまとめに向けた論点整理①【5月28日】

第6回：とりまとめに向けた論点整理②【6月14日】第6回：とりまとめに向けた論点整理②【6月14日】

第7回：報告書案の議論【7月2日】
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